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《今までの成果及び指標分析を踏まえて》

○文書管理システムの一層の効率的利用を図るため、適宜、プログラムの修正や見直しを行ってい
く。

○今後とも、公益通報者保護制度の周知等により不正防止に努め、行政の公正の確保と透明性の向
上を図っていく。

○総合評価競争入札制度による契約の範囲を拡大していく。

2件 0件 0件 －

93.3% 100.0% 100.0% 100.0%

22年度 23年度 24年度
(見込み)

－

事務改善やチェック機能の強化等を通じて、事務の適正、公正な執
行に引き続き努める。

電子決裁処理数／起案総数

実施項目／適正化法に示され
た改善項目

67.3% 67.7% 68.0%

施策の分類
分類についての説明・意見等

24年度設定 25年度設定

関連部課名
総務企画部秘書課、管理部経理課・営繕課、区民生活部区民課、会計管理部会計管理
課、教育委員会事務局教育総務課

継続 継続

指
　
　
　
　
標

電子決裁化率（％）

契約制度の見直しの進捗
率
不正防止委員会において審議
し解決した課題の件数

100.0%

100.0%

指標に関する説明

　区のすべての部署が「区民の幸せ」の実現という共通の目標に向け、事務事業を円滑に実施する
ことができるよう、全庁的な組織運営に必要とされる事務を適正、公正に執行し、効率的かつ効果
的な区政の実現を図る。

○文書管理システムの導入や事務の見直しなどにより、全庁的な事務をできるだけ簡素で効率的に
実施するよう努めている。

○不正防止委員会の設置や公益通報者保護制度の運用により、不正等が起こらない組織づくりに努
めている。

○一般競争入札を基本としつつ、区内事業所への発注の拡大にも十分配慮しながら、価格以外の要
素を加味して落札者を決定する仕組みづくりが求められている。

施策の成果とする指標名
指標の推移

目標値
(28年度)

70.0%

21年度

内線
総務企画部総務企画課

五味 2110
施策名

部課名
課長名

施策No事務の適正・公正な執行 14-03

行政評価
事業体系

分野 計画推進のために[Ⅶ]

政策 積極的な区政情報の発信と信頼される区政の推進[14]
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推進
区の財産である債権の保全に向
け、債権管理の取り組みを着実
に推進していく。

債権管理の適正化 10-01-04 1,127 3,133

合　計

179 推進 推進教育委員会の点検・評価

03-01-07 99 19 継続

10-01-01 9,941 20,875 継続

02-01-13 10,265 20,034 継続

02-03-01 5,560 12,352 推進

0 0 推進

継続

29,213 26,928 継続

01-01-27 1,051 1,029 推進

45,012 45,317 継続 継続

01-01-04 41 41 継続

事務事業
No

施策推進のた
めの分類

24年度
設　定

25年度
設　定

23年度

多岐に渡り議論を重ね、成果を
得ている。

引き続き効率性を追求して実施
する。

複雑・専門化している法律相談
に迅速かつ適切に対応する。

分類についての説明・意見等

引き続き制度維持を図るととも
に、周知に努める。

引き続き継続するとともにより
一層のサービス向上を図る。

22年度

文書関係事務

10-01-02 3,522 3,321

10-01-03 961 530一時借入金利子

出納事務

自衛隊募集事務費

用品事務

教育委員会委員関係事務

施策を構成する事務事業の分類

特別職議員報酬等及び給
料審議会

公益通報者保護制度

設計、工事監理事務

入札・契約制度の見直し

事務事業名
決算額（千円）

印刷事務費

荒川区不正防止委員会

訴訟事務費

01-01-25

01-01-26

01-02-13

継続01-01-02 600 623 継続

11-01-01 12,551

11-01-17 179

12,582 継続

継続

継続

推進

継続

継続

継続 継続

推進

社会経済情勢等を勘案し、適宜
審議する。

現状の規模で実施する。

区有施設の状況を把握し、適切
な保全を図る。

継続

推進

推進

法定事務であり、現状のまま継
続する。

会計事務を適正かつ迅速に処理
する。

120,122 146,963

継続して実施する。

引き続き実施する。

継続

継続

物品の適正管理を行う。

区財政収支のバランスを図る。


